
市区町村マクロデータを用いたクラスター分析と出生力に差異をもたらすᩥ⬦の特定 

ᒾ⃝⨾ᕹ・㕥木貴ኈ 

問題意識：近年、子育てᨭ᥼と出生力の関係について政⟇的関心が高まっており、政⟇

変数と出生行動との関係を検証する⢭⦓なミクロࣔデル分析が㐍んできた。しかし、ミク

ロࣔデルでは子どもを⏘み育てるとったライフコース全⯡にわたって政⟇が௓ධする」㞧

な㐣⛬を༑分に表現できない。同時に、子育て⎔ቃに㐪いをもたらすᩥ⬦効果も考慮する

必要が指摘されている。 

目的：出生行動は個人や夫婦のᒓ性や意ᛮだけでなく、個人や夫婦をྲྀりᕳく社会経済

や人口構㐀などのマクロ⎔ቃにも規定される。そこで本研究では、市区町村マク࣒ࢸスࢩ

ロデータを用いて地域の人口ࣞࢪー࣒および子育て⎔ቃの類型化を試み、当該地域の出生

力との関係をホ౯した。 

データ：市区町村の出生力指ᶆに関しては人口動態統計および国勢調査の人口・㓄അ関

係構㐀のデータを用いて推計し、人口ࣞࢪー࣒、子育て⎔ቃについては、国勢調査やྛ✀

行政࢜ープンデータを加ᕤした指ᶆを用いた。人口ࣞࢪー࣒については、人口密度や高㱋

化指ᶆ、人口流出ධに加え、࢙ࢪンࢲーබ平≧ἣを示すዪ性のປാ力ཧ加率、ぶ族の結び

つきを示す家族ࢩス࣒ࢸのഃ面をホ౯する。子育て⎔ቃについては、今日の子育てᨭ᥼⟇

が、経済的ᨭ᥼、育ඣఇ業などの୧立ᨭ᥼、保育サーࣅスの提供を中心に拡඘しているこ

とから、経済≧ἣ、ാき方に関する≧ἣ、保育サーࣅスの≧ἣに着目した。 

方法：出生力指ᶆについては、間接ᶆ準化法によりồめた市区町村別の合計（特Ṧ）出

生率に加え、地域の相対結婚力指数、相対夫婦出生力指ᶆ（ᒾ⃝ほか 2019）を用いる。

政⟇効果についてはコンࢸクストの役割に着目したい。そのために、同㉁の人口ࣞࢪー

ーࢪ子育て⎔ቃをクラスター分析によって類型化することを試みる。最後に人口ࣞ、࣒

。子育て⎔ቃ類型と出生力指ᶆとの関係を㆟ㄽする・࣒

結ㄽ：ዪ性のປാ力率が高いこと⮬体は夫婦出生とマイࢼスの関係を示しているが、⏨

ዪのバランス良いປാ時間、育ඣఇ業のᬑ及、保育ᅬの利用が、その関係を⦆和している

≧ἣが示唆される。出生数へのインパクトとしては、性別分業特性のある人口のከい大都

市近郊などでの今後の社会変化が重要であるとみられる。 

㸯． 背景 

先㐍国地域では、様々な形で子育てᨭ᥼⟇がㅮじられているが、とりわけ少子化が῝้

で人口ῶ少に結びついている国においては、どのような子育てᨭ᥼⟇が出生ಁ㐍に結びつ

くのかが、大きな政⟇的関心஦となっている。それにᛂえるべく、学⾡㡿域でも数ከくの

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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調査研究が蓄積されてきた。総じて、出生力に影響を与える要因の特定、とりわけ政⟇効

果を把握することは㞴しいが、主に経済学分㔝においては、ミクロࣔデルの⢭⦓化やパࢿ

ルデータの活用によって、因果関係を特定する試みが㐍んでいる（山口 2009, ᵽ口ほか 

2016）。一方で、ミクロࣔデル分析というᯟ組みでは、政⟇௓ධの効果を༑分にᤊえきれ

ないとの指摘もある。家族政⟇と出生力の関係にくわしい Thévenonは、政⟇は個別の政

⟇が加⟬的に影響するというより、いくつかの政⟇が組み合わさって出生行動に影響する

ことや、組み合わせの㐪いでも影響が異なること、そしてその社会の歴ྐやᩥ化など、ᩥ

⬦によっても影響が異なることを指摘する（Thévenon  2016）。例えば Rindfussらは、分

析に用いた国における出生力の㐪いを説明する重要なコンࢸクストとして、政府の㣴育コ

ストᨭ᥼以外にも、ປാ市場のᰂ㌾性や結婚と出⏘の結びつきの度合い、࢙ࢪンࢲー均

⾮、ᩍ育ࢩス࣒ࢸ、住Ꮿ市場が重要であるこよに着目している(Rindfuss and Choe 

2016)。このような指摘は、どのような対⟇が子育て㈇ᢸを⦆和し出生行動をಁ㐍する効

果をもたらすかを理ゎするためには、その個人がうける่⃭だけでなく、その個人をとり

まく社会⎔ቃについても関心をᐤせる必要があることを示唆する。 

こうした問題関心は、ᐇは 2010 年代後半以降の日本の子育てᨭ᥼⟇の㆟ㄽともぶ和性

が高い。2014年の日本๰成会㆟による「成長を続ける二一世⣖のために『ストップ少子

化・地方ඖẼᡓ␎』」（㏻⛠、ቑ田ࣞポート）では地方⮬治体のᣢ続可能性に関心がᐤせら

れた。そして、同年「まち・ࡦと・しࡈと๰生本部」が発㊊し、その後、ྛ市区町村は

「まち・ࡦと・しࡈと๰生長期ࣙࢪࣅン」「まち・ࡦと・しࡈと๰生総合ᡓ␎」を⟇定

し、地方の人口ῶ少の⦆和と地方๰生のためのྲྀり組みを㐍めている。総合ᡓ␎では「若

い世代の結婚・出⏘・子育てのᕼᮃをかなえる」という目ᶆがᥖࡆられ、少子化対⟇は

「地域࢔プローチ」というᯟ組みの中で、地方⮬治体が当該地域のデータなどを཰集しホ

౯することで、効率的に当該地域の課題を把握し、少子化対⟇にྲྀり組むことが㐍められ

ている。 

このように地方⮬治体がデータに基づき課題を᥈り、必要な対⟇を効率的に㐍めるᯟ組

みはᩚいつつあるが、現ᐇにはከ✀のデータが有ᶵ的に結びつけられているとは限らな

い。本研究は、こうした地方⮬治体における少子化に対するྲྀり組みをさらに効果的に㐍

めるための一ຓとすべく、少子化に関わる社会のᩥ⬦と出生力との関係に着目する。 

 

㸰． ⎔ቃ・ᩥ⬦に着目する研究と本研究の特徴 

 

 子育て⎔ቃに関するマクロ変数と出生力の関係に着目した先行研究は少なくないが、そ

のከくは国や行政単位のマクロを比較して㆟ㄽしている(Rindfuss and Choe 2016, 中村

2016, 山内 2016, 加⸨ 2017)。しかし、行政単位といっても、人口の規模が大きく㐪いす

ーと໭ᾏ道࢙࢘ルࣀる場合がある。例えば、国、都道府県と行政ࣞベルとしては異なるࡂ

であるが、ࣀル࢙࢘ーは人口 5,200万(2015年)、໭ᾏ道は人口 5,382万(2015年)と人口
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規模という観点からは類ఝしていることがわかる。この場合、子育て⎔ቃについてࣀル࢘

ーと໭ᾏ道を比較した方が、有効な対⟇のための課࢙࢘ルࣀ、ーと日本を比較するより࢙

題がඹ㏻するかもしれない。また、行政単位は必ずしも家族に関わる地域ᩥ化の区分とは

一⮴せず、むしࢁ行政区分を超えた家族ࢩス࣒ࢸの地域性の重要性を指摘するものもある

(Kato 2013)。 

つまり行政区域よりも、その地域に住む人々に影響を与える条件がある⛬度ඹ㏻する地

域を特定し、その㐪いを比較するようなࣔデルが必要であると考える。その場合、ある⛬

度の⠊ᅖࡈとの効果を推定するᕤ夫として、地域効果の非定ᖖ性を考慮した地理的加重回

帰の活用（鎌田・ᒾ⃝ 2009)や、」数の地域ࣞベルで効果を把握できるマルチࣞベルࣔデ

ルの活用が試みられている(鎌田 2013, Harknett et al. 2014)。本研究では、こうした

ࣔデル≧での✵間の分類と言うよりも、同㉁な社会経済条件を有する具体的な地域の特定

が有用であると考えて、市区町村を社会生活に関わる様々なඹ変㔞を用いたクラスター分

析によって分類することを試みる。 

᪤Ꮡの研究の二つ目の限⏺は、出生力に関心がある場合、マクロ変数としては都道府県

や市区町村の合計出生率が利用されていることである。子育て⎔ቃの結果変数としての出

生力をとらえたいとき、結婚力にも依Ꮡする合計出生率 TFRはかならずしも適ษではな

い。そこでఱらかの形で結婚した夫婦の出生力を反映する指ᶆが必要となる。夫婦出生力

に関する指ᶆには、相対有㓄അ出生率指ᶆが提᱌されている（Coale and Watkins 1986, 

小池 2010)。これらの指ᶆは年㱋別出生数と年㱋別ዪ性人口、年㱋別ዪ性有㓄അ人口を用

いた⟬定が必要となる。本研究では合計出生率を෌生⏘年㱋ዪ性有㓄അ率で統制してồめ

る相対夫婦出生力（ᒾ⃝ほか 2019）（後㏙）を利用する。 

本研究は、前半でクラスター分析による市区町村の分類を行い、後半で、全国およびク

ラスターࡈとに࢘࢔トカ࣒である相対夫婦出生力をᚑᒓ変数とした重回帰分析を行い、係

数からྛඹ変㔞との関係を確認する。 

 

 

㸱． 方法とデータ 

 

4.1 クラスター分析とඹ変㔞 

クラスター分析は、今回用いる主に 2015 年の変数にḞᦆのない市区町村(1,843)を用

い、非㝵ᒙ型クラスター分析である k平均法により行う。 

クラスター分析に用いるඹ変㔞は、国勢調査や行政統計を中心に表 1に示した 15の変

数を用いる。地域コンࢸクストに関連するものとして、今回は人口特性や⏨ዪのあり方、

ス面に関わる変数をࣅにかかわるものと、子育て㈇ᢸの経済面、時間面、サー࣒ࢸスࢩྛ

選んだ。前者は、Demenyが人口転᥮ẁ㝵や家族ࢩス࣒ࢸを特徴付ける要素として定義した

人口ࣞࢪー࣒（Demeny 2005）に関する変数にあたる。後者は子育て⎔ቃに関わる変数⩌

- 101 -



といえる。以下でྛ変数について説明する。また、これらの変数を市区町村別にデータを

཰集するが、2018年 3月時点でのቃ域を用いている。 

 

(1)「人口密度(対数)(2015)」は 2015 年国勢調査による人口密度の対数である。 

(2)「高㱋化率(2015)」は 2015 年国勢調査による総人口に占める 65ṓ以上人口の割合で

ある。 

(3)「流ධ超㐣率(2015) 」は 2015年国勢調査による当該総人口に対する転ධ・転出数で

ある。ṇは転ධ超㐣、㈇は転出超㐣を示す。 

(4)「25-49ṓ⏨ዪປാ力率比(⏨性=1)(2015) 」は、2015 年国勢調査から得られる子育て

の年代と言える 25～49ṓの年㱋ᒙの⏨ዪのປാ力率について、⏨性 1に対するዪ性の比

率である。ዪ性のປാ力率が相対的に⏨性よりも低いと、1を下回る。 

(5)「ᑵ業者にしめる「家஦のほか௙஦」割合(%)(有㓄അዪ性 35～39ṓ)(2005)」も 2015

年国勢調査からồめる。(4)ではാき方にかかわらずປാ力をᤊえるが、その௙஦が主で

はない、すなわち家計⿵ຓ的なാき方がከい場合、ここでᤊえる。 

(6)「30～39ṓዪ性の大༞者割合(2010) 」は、ᩍ育の≧ἣに関する㡯目がある 2010年国

勢調査によりዪ性の大学༞業以上の割合を示す。 

(7)「30～39 ṓ大༞者割合の⏨ዪ比(⏨性=1)(2010) 」は、2010年国勢調査による⏨ዪ別

の大༞者割合の比をとり、⏨性 1に対するዪ性の比率を表す。高学歴化について、相対的

にዪ性が㐍んでいない場合、್が 1を下回る。 

(8)「三世代世帯割合(2015) 」は 2015 年国勢調査から二人以上一⯡世帯に対する三世代

世帯の割合を示す。 

(9)「≀౯調ᩚ平均課⛯所得(2015) 」は 2015年の総務省「市町村⛯課⛯≧ἣ等の調」よ

り得られる平均課⛯所得を「ᾘ㈝者≀౯地域差指数 」で調ᩚし、生活水準を示す指ᶆと

なっている。 

(10)「生活保ㆤ⿕保ㆤ率(0～17ṓ人口千対)(2015) 」は 2015年のཌ生ປാ省「⿕保ㆤ者

調査」から 0-17ṓ人口千対 0-17ṓ人口の生活比保ㆤ者割合を出している。地域の子ども

の㈋ᅔ指ᶆとなる。 

(11)「⏨性㐌間ᑵ業時間(2005) 」は、ᑵ業時間については 2005年国勢調査で表ᙲされて

いるため、2005年国勢調査により⏨性の㐌あたりの平均ᑵ業時間を得た。(12)「ዪ性㐌間

ᑵ業時間(2005) 」はዪ性についてである。 

(13)「25～39ṓ有㓄അዪ性ఇ業割合(2005) 」は 2005 年国勢調査より、子育て時期にあた

る有㓄അዪ性のఇ業者割合である。育ඣఇ業ྲྀ得者がከい場合、この指ᶆに反映されると

᝿定し、育ඣఇ業のᬑ及指ᶆとする。 

(14)「0～6ṓඣ保育所利用割合(2015) 」は保育ᅬ利用のᬑ及度合いを示すものとして、

ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまとめ」により、6ṓ以下総人口に占める、6ṓ以下

の保育ᅬ利用者の割合としている。 
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(15)「⏦し㎸みに対するᚅᶵඣ❺率(2015)」は、ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまと

め」から、⏦し㎸み者に占めるᚅᶵඣ❺者数の割合である。 

 

表 1 分析に使用する変数(市区町村ࣞベル統計指ᶆ） 

 

 

 指ᶆによっては全市区町村別に表ᙲされず、都道府県、政令指定都市、中᰾市のみが表

ᙲされている場合がある。その場合は、政令指定都市、中᰾市をのぞいた都道府県指ᶆ

を、都道府県下全域のその他の市区町村の指ᶆとしている。この点は分ᩓが㐣小となる点

として留意する必要がある。 

 また GISデータは国ᅵ஺㏻省の国ᅵ数್情報より「全国世⏺ 地系平成 30年」版をྲྀ得

した。市区町村数は 1902であるが、「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」（国立

社会保障・人口問題研究所）に合わせ 2018年 3月時点での市区町村ቃ域および一部の政令

指定都市を区単位ではなく市単位となるデータ 1を用いるとともに、人口が少ない等でデー

タが↓い⮬治体を㝖外した結果 2、分析に使用する⮬治体は 1843となる。 

1 さいたま市、相模原市、新潟市、静岡市、὾ᯇ市、堺市、岡山市、⇃本市は市単位とな

る。 
2 Ⰽ୹村、Ἡ村、留ኪ別村、留別村、⣪㑣村、⸹ྲྀ村、ᷓᯞᒱ村、ᴍ葉町、ᐩ岡町、大⇃

指ᶆ データࢯース

相対夫婦出生力指ᶆ������
�間接ᶆ準化合計出生率������をዪ性有㓄അ
率で統制�

出生力
合計出生率（都道府県をᶆ準とした間接ᶆ
準化）

結婚力 ��～��ṓዪ性有㓄അ率（相対結婚力指ᶆ）

人口密度�対数������� 総務省「国勢調査」

高㱋化率������ 総務省「国勢調査」

流ධ超㐣率������ 総務省「国勢調査」

�����ṓ⏨ዪປാ力率比�⏨性 �������� 総務省「国勢調査」

ᑵ業者にしめる「家஦のほか௙஦」割合���
�有㓄അዪ性��～��ṓ�������

総務省「国勢調査」

��～��ṓዪ性の大༞者割合������ 総務省「国勢調査」

��～��ṓ大༞者割合の⏨ዪ比�⏨性
=1)(2010)

総務省「国勢調査」

家族ࢩス࣒ࢸ 三世代世帯割合������ 総務省「国勢調査」

≀౯調ᩚ平均課⛯所得������
総務省「市町村⛯課⛯≧ἣ等の調」「ᾘ㈝者
≀౯地域差指数�」

生活保ㆤ⿕保ㆤ率��～��ṓ人口千対������� ཌ生ປാ省「⿕保ㆤ者調査」

⏨性㐌間ᑵ業時間������ 総務省「国勢調査」

ዪ性㐌間ᑵ業時間������ 総務省「国勢調査」

��～��ṓ有㓄അዪ性ఇ業割合������ 総務省「国勢調査」

�～�ṓඣ保育所利用割合������
ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまと
め」、総務省「国勢調査」

⏦し㎸みに対するᚅᶵඣ❺率������ ཌ生ປാ省「保育所等関連≧ἣྲྀりまとめ」

経済≧ἣ

:/%�ఇ業制度

保育サーࣅス

変数

夫婦出生力

説
明
変
数

人
口
ࣞ
ࢪ
ー

࣒

高㱋化・人口ῶ少

ーබ平ࢲン࢙ࢪ

子
育
て
⎔
ቃ

結
果
変
数 ཧ

考

ཌ生ປാ省「人口動態統計」�出生数）、総務
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4.2 夫婦出生力指ᶆ 

は夫婦出生力である。これはまず都道府県別年㱋別出生率を用いた間接ᶆ準࣒トカ࢘࢔

化法により市区町村の合計出生率をồめる。 

ᶆ準となる都道府県を I、含まれる市区町村を iとし、年㱋を xとすると、 

 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝑐𝑐𝑖𝑖 × 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑥𝑥𝐼𝐼  ただし, 𝑐𝑐𝑖𝑖 = 𝐵𝐵𝑖𝑖

∑ � 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐵𝐵𝐴𝐴𝑥𝑥𝐼𝐼5 × 𝑃𝑃𝑥𝑥
𝑖𝑖,𝐹𝐹

5 �44
𝑛𝑛=15

 

 

ここで ASBR は年㱋別出生率、cはᶆ準化比（水準調ᩚ係数、スケール㺃フ࢓クター）、Bは

出生数、Pは人口（Fはዪ性）となる。対象地域の合計出生率は 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑐𝑐𝑖𝑖 × 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐼𝐼 

 

と表すことができる（Giannakouris 2010）。なお、今回の市区町村別出生率の年㱋別指ᶆ

は、年㱋 5ṓ㝵⣭別に⟬出した。なお、間接ᶆ準化によって推定された TFRには、人口の少

ない地域において外れ್がᏑᅾする。15～49ṓዪ性人口 1,000人ᮍ‶の⮬治体における TFR

の 2ᶆ準೫差(2Ȫ)の上限と下限は 2.641と 0.395であった。そこで、この⠊ᅖを超える⮬

治体の TFRはこの上限್あるいは下限್とし、推定に用いた。⿵定されたのは 16市区町村

であった。 

 合計出生率にはᮍ婚化による有㓄അዪ性が少ない要因と、結婚後の夫婦の出生行動の要

因がともに反映されている。夫婦の子育て⎔ቃと出生力の関係などを調べたい場合は、㓄അ

関係構㐀による要因を統制した出生力指ᶆの⟬出が不可Ḟである。そこで、ここでは合計出

生率 TFRが、夫婦出生力と有㓄അ構㐀とその効果係数でỴまるࣔデルを考え、㓄അ関係構㐀

を統制した夫婦の出生力指ᶆの⟬出を試みる。 

 市区町村𝑖𝑖の合計出生率 TFRiに関する以下のࣔデルを考える。 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑀𝑀𝑇𝑇 ∙ �𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�𝛽𝛽 ∙ 𝜐𝜐𝑖𝑖 

 

ここで、MFは「基準結婚出生力 (base marital fertility)」である。PMは「有効有㓄അ

率(effective proportion married)」であり、ここでは比較的出生率が高い 20～39ṓዪ性

の有㓄അ率の平均್(PM20-39)を用いる。șは「有㓄അ率効果係数(coefficient of proportion 

married)」であり、有㓄അ率がどの⛬度出生率に影響するかを示す。Ȭ は出生力を変動さ

せる市区町村ᅛ有の指数で、相対夫婦出生力指数(relative marital fertility index)で

町、཮葉町、ᾉ江町、ⴱᑿ村、㣤⯓村、利ᓥ村、ᚚⶶᓥ村、㟷ࣨᓥ村、すࣀᓥ町、三ᓥ

村、༑ᓥ村はデータがなく分析から㝖外している。 
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ある。𝜐𝜐𝑖𝑖 = exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)とすると、 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑀𝑀𝑇𝑇 ∙ �𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�𝛽𝛽 ∙ exp(𝑢𝑢𝑖𝑖) 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = exp�log(𝑀𝑀𝑇𝑇) + 𝛽𝛽 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖� 

 

と表せる。対数をとることにより 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = log(𝑀𝑀𝑇𝑇) + 𝛽𝛽 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

となり、対数⥺型ࣔデルになる。u iを㝖いたࣔデルの定数 log(MF)および傾きșを市区町

村 i の TFRiおよび 20～39 ṓዪ性有㓄അ率 PM20-39iを使い最小二஌法によってồめる。2015

年の市区町村データから推定した結果、log(MF)は-3.639、șは 1.056 と推定された。 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = −3.539 + 1.056 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

 さらに、全国ࣞベルの有㓄അ率が 43.8%である場合、全国ࣞベルの有㓄അ率㉳因出生力（結

婚力）は 0.353 となる。この全国結婚力を分離して、市区町村の結婚力を相対指ᶆとする

と、下記のᘧとなり、 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = 0.353 + 𝛥𝛥log�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴|𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

ྑ辺 2㡯目の𝛥𝛥log�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴|𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�が相対結婚力、3㡯目の uiが相対夫婦出生力となる。 

このࣔデルにより、合計出生率は、全国平均を基準とした場合の、஫いに⊂立な相対結

婚力指数と相対夫婦出生力指数に分ゎできる。本研究では࢘࢔トカ࣒として、相対夫婦出

生力指数 exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)= 𝜐𝜐𝑖𝑖を用いる。 

 

4.3 夫婦出生力の重回帰分析 

とにどのように異なるかを確認した後、全国およびࡈの平均್がクラスター࣒トカ࢘࢔

クラスターࡈとに、どのような⎔ቃ(X)が夫婦出生力(Y)と関係するのかを重回帰ࣔデルで

検証する。クラスターはある⛬度社会経済ᩥ化変数のࣞベルが近いと考えられる。そうし

たᩥ⬦を同じくする⮬治体に限定した上で、その中の差異がどのような社会経済要因の㐪

いで説明できるのかを確認する。全国データを使ったࣔデルの係数とクラスターࡈとに行

った場合の係数の比較から、ᩥ⬦による規定要因の変化を確認する。 

なお、ྛクラスターに含まれる市区町村の数にはばらつきがあり、ከくない場合もᏑᅾ

する。࢘࢔トカ࣒は夫婦出生力を示す相対夫婦出生力指数だけでなく、合計出生率、相対

結婚力指数（ዪ性有㓄അ率）についてもཧ考として行う。 
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㸲． クラスター分析の結果 

クラスター分析においては、分析目的にἢうクラスター数の設定が重要である。本研究

の目的は、地域のᩥ⬦をඹ㏻する㡿域に分類することであるが、代᭰するものとして都道

府県や、都道府県をまとめた地域ࣈロックなどがある。日本の地域ࣈロックは地理学⩦分

㔝では全国を໭ᾏ道地方、東໭地方、関東地方、中部地方、近畿地方、中国・ᅄ国地方、

஑ᕞ地方、Ἀ⦖地方の 8区分に分類したものが主に用いられている。一方で、総務省の

「地域別表ᙲに関する࢞イࢻライン」（平成 31年 3月 28 日）によれば、᥇用஦例がከい

ものとして、໭ᾏ道、東໭、関東、໭㝣、東ᾏ㸭中部、近畿、中国、ᅄ国、஑ᕞ、Ἀ⦖の

10区分が類型 Iとして提示されている。本研究は日本の地域性に関する分類のከくが 8～

10 区分であったことを㚷み、ணഛ的に 8～10のクラスター分析を行った後、地域特性のゎ

㔘がわかりやすい㸷つのクラスター数を᥇用することとした。分類に使用したඹ変㔞のク

ラスターࡈとの平均್を表㸰に示した。 

 

表 2 全国およびクラスター別にみたඹ編㔞の平均್ 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 ඲ᅜ
市༊町村ᩘ 224 91 172 248 58 256 311 309 174 1,843
㻝㻡䡚㻠㻥ṓዪᛶ人口㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔༓人㻕 3,284 464 657 2,615 1,607 943 9,207 6,861 468 26,106
人口ᐦᗘ㻔ᑐᩘ㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕 4.89 4.44 4.44 5.18 7.82 4.76 7.71 6.36 3.98 5.57
高㱋໬⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔㻑㻕 32.3 33.0 34.4 31.7 23.8 35.4 25.8 27.6 39.9 31.4
ὶධ㉸㐣⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕 0.42 -3.59 -9.06 -2.05 41.04 -6.33 -14.74 -0.33 -1.22 -3.49
㻞㻡㻙㻠㻥ṓ⏨ዪປാຊ⋡ẚ㻔⏨ᛶ
㻩㻝㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕

0.80 0.84 0.90 0.85 0.81 0.84 0.77 0.80 0.88 0.82

ᑵᴗ⪅ᩘ䛖䛱䛂ᐙ஦䛾䜋䛛௙஦䛃๭ྜ
㻔㻑㻕㻔᭷㓄അዪᛶ㻟㻡䡚㻟㻥ṓ㻕㻔㻞㻜㻜㻡㻕

54.8 33.1 26.0 35.5 48.0 50.7 57.4 51.6 31.8 45.4

㻟㻜䡚㻟㻥ṓዪᛶ䛾大༞⪅๭ྜ㻔㻞㻜㻝㻜㻕 0.12 0.11 0.10 0.13 0.20 0.12 0.19 0.15 0.12 0.14
㻟㻜䡚㻟㻥ṓ大༞⪅๭ྜ䛾⏨ዪẚ㻔⏨ᛶ
㻩㻝㻕㻔㻞㻜㻝㻜㻕

0.53 0.62 0.62 0.62 0.67 0.58 0.59 0.58 0.64 0.59

ᐙ᪘䝅䝇䝔䝮 ୕ୡ௦ୡᖏ๭ྜ㻔䠂㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕 6.7 19.7 25.4 13.7 8.3 14.2 6.9 11.6 12.7 12.5
≀౯ㄪᩚᖹᆒㄢ⛯ᡤᚓ㻔㻞㻜㻝㻡㻕 3.37 3.27 3.20 3.27 3.56 3.29 3.49 3.41 3.20 3.34
⏕άಖㆤ⿕ಖㆤ⋡㻔㻜䡚㻝㻣ṓ人口༓
ᑐ㻕㻔㻞㻜㻝㻡㻕

23.4 6.5 5.5 8.7 16.3 7.4 12.4 6.9 8.4 10.4

⏨ᛶ㐌㛫ᑵᴗ᫬㛫㻔㻞㻜㻜㻡㻕 47.6 44.8 45.0 44.9 46.1 44.7 45.7 45.2 44.0 45.3
ዪᛶ㐌㛫ᑵᴗ᫬㛫㻔㻞㻜㻜㻡㻕 37.4 37.7 38.5 37.2 35.8 36.1 33.3 34.8 37.5 36.1
㻞㻡䡚㻟㻥ṓ᭷㓄അዪᛶఇᴗ๭ྜ㻔㻞㻜㻜㻡㻕 4.77 5.94 6.37 6.84 7.61 5.60 7.50 6.78 6.22 6.40
㻜䡚㻢ṓ児ಖ⫱ᡤ฼⏝๭ྜ㻔㻞㻜㻝㻡㻕 30.4 17.2 60.8 44.6 34.3 53.2 27.8 33.4 64.2 41.0
ᚅᶵ児❺⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕 0.22 1.04 0.05 0.64 1.01 0.02 1.24 0.69 0.01 0.53
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ᅗ 1クラスターの✵間的分布 
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ᅗ㸰クラスターの✵間的分布（全クラスター） 

 

また、ྛクラスターが、どのような地域に分布しているかを確認するため、クラスター

に含まれる市区町村をᅗ 1に示した。ここからクラスター1は主に໭ᾏ道、クラスター2

は༡東໭地方、クラスター3は日本ᾏഃや東໭にከいことがわかる。またクラスター4は

日本ᾏとす༡地域、クラスター5は区部など都市的地域、クラスター6は東山地方のほか

比較的ྛ地にᗈがっている。クラスター7は区部の周辺など都市近郊地域、クラスター8

は市部の近郊と見られる。クラスター9はす日本にᗈがっている。ྛクラスターに含まれ

る比較的大規模⮬治体の例を表 3に示した。 
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表 3クラスターの特徴とゎ㔘 

 

 

 クラスターࡈとのྛ変数平均್の高低(表㸰)および✵間分布（ᅗ㸯）から、それぞれの

クラスターの社会経済ᩥ化的、✵間的特徴をゎ㔘してみる。クラスター1は、໭ᾏ道を中

心に分布し、⏨性が長時間ປാでዪ性の育ඣఇ業は少ない。そして子どもの生活保ㆤཷ⤥

割合が高い。「໭ᾏ道・᱁差」クラスターとする。クラスター2は༡東໭で保育所利用が少

なく、ᚅᶵඣ❺があり、三世代同居割合が高い。「保育社会化ᮍᩚഛ」クラスターとす

る。クラスター3 は日本ᾏഃ、東໭地方にከく、ዪ性ປാ力率が高く、三世代同居、保育

所利用がともに高い。「㎰業・保育㈨※」クラスターとする。クラスター4は日本ᾏഃ、す

༡地域でフルタイ࣒ඹാきで育ඣఇ業や保育所利用をしている。⏨ዪともປാ時間が中⭡

にある。「ඹാき・WLB」クラスターとする。クラスター5は人口密度が高く人口流ධがከ

い区部である。ዪ性は高学歴で所得が高い。ዪ性のປാ力率は高くなく、育ఇ利用はከ

い。「区部」クラスターとする。クラスター6は比較的全国に分布するが、⏨ዪともປാ時

間が長くなく、所得は高くはないが、生活保ㆤ率は低い。「スローライフ」クラスターと

する。クラスター7は区部クラスターの近郊にあり、専業主婦、ዪ性の家計⿵ຓ的ᑵປが

ከい。育ඣఇ業はከいがᚅᶵඣ❺はከい。家஦・子育てに専ᛕするかフルタイ࣒㞠用かの

極➃な選択⫥がᏑᅾする地域といえる。「市部主婦・࢔ࣜࣕ࢟」クラスターとする。クラ

スター8は市部の近郊にከく、性別分業地域といえる。「市部近郊」クラスターとする。ク

ラスター9はす日本にከく、人口密度が低く高㱋化が㐍んでいる。ዪ性のປാ力率は高い

が、三世代同居は少なく、保育所の利用が高い。「す日本㐣␯」クラスターとする。 
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㸳． クラスター別にみた夫婦出生力の関連変数 

 クラスター分析により、人口ࣞࢪー࣒、子育て⎔ቃという観点で全国の市区町村を 9つ

に分類することができた。ここでは、これら分類されたクラスターと出生力、とくに夫婦

出生力との関係を確認してみたい。二つの࢔プローチを行う。 

 一つ目では、クラスターࡈとに、࢘࢔トカ࣒（夫婦出生力指ᶆ、合計出生率、結婚力指

数）を比較する。二つ目では、ඹ編㔞と࢘࢔トカ࣒の関係を、同一クラスターに限定して

検証し、クラスターによってどう関係が異なるかを確認する。 

 

5.1 クラスターと夫婦出生力 

 クラスターࡈとに࢘࢔トカ࣒を比較したのが表 4およびᅗ㸱である。夫婦出生力が高い

順からクラスターを୪べると、4ඹാき・WLB、9す日本㐣␯ 、6スローライフ、3㎰

業・保育㈨※、2保育社会化ᮍᩚഛ、8市部近郊、7市部主婦・1、࢔ࣜࣕ࢟໭ᾏ道・᱁

差、5区部の順であった。ちなみに、6スローライフクラスターは、合計出生率で比較す

ると 6␒目であるが、夫婦出生力では 3␒目になる。結婚力が低いことが合計出生率を低

くとどめていることがわかる。一方、3㎰業・保育㈨※、2保育社会化ᮍᩚഛ、8市部近郊

の地域は合計出生率が比較的高いが、これは結婚力が相対的に高いことに㉳因していると

ゎ㔘できる。 

 

表 4 全国およびクラスター別にみた結果変数の平均್ 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 ඲ᅜ
市༊町村ᩘ 224 91 172 248 58 256 311 309 174 1,843
㻝㻡䡚㻠㻥ṓዪᛶ人口㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔༓人㻕 3,284 464 657 2,615 1,607 943 9,207 6,861 468 26,106
㼀㻲㻾㼋㻞㻜㻝㻡㻔㛫᥋ᶆ‽໬ἲ㻕 1.40 1.49 1.48 1.60 1.28 1.43 1.39 1.47 1.53 1.46
┦ᑐ⤖፧ຊ㼋㻞㻜㻝㻡 1.03 1.05 1.02 1.04 0.93 0.98 1.00 1.04 1.01 1.02
㻞㻜䡚㻟㻥ṓዪᛶ᭷㓄അ⋡㻔㻞㻜㻝㻡㻕㻔㻑㻕 45.0 45.7 44.7 45.3 40.8 43.0 43.9 45.3 44.0 44.4
┦ᑐኵ፬ฟ⏕ຊ㼋㻞㻜㻝㻡 0.96 1.00 1.02 1.09 0.96 1.02 0.97 0.99 1.07 1.01

⤖
ᯝ
ኚ
ᩘ

ฟ⏕ຊ䠋⤖፧ຊ
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ὀ：ᕥほど夫婦出生力が高い。 

ᅗ 3 全国およびクラスター別にみた結果変数の平均್ 

 

 

5.2 全国およびクラスターࡈとに行う重回帰分析の比較 

 全国および 9つのクラスターࡈとに、夫婦出生力をᚑᒓ変数とクラスター分析に用いた

社会経済マクロ変数を説明変数とした重回帰分析を行った。 

 まず、全国の⮬治体の分ᩓを説明する全国ࣔデルの結果を示そう。人口ࣞࢪー࣒におけ

る高㱋化率が高いほど夫婦出生力は低い関係が見られる。࢙ࢪンࢲーබ平では⏨性に対し

相対的にዪ性のປാ力率が高い地域ほど夫婦出生力が低い。またዪ性大༞割合が高い地域

ほど夫婦出生力は高い。三世代世帯割合は夫婦出生に㈇の関係を示した。 

 続いて、全国ࣔデルにおける子育て⎔ቃの変数を見てみよう。所得が高い地域ほど夫婦

出生力は低い。生活保ㆤ率との関係は明確ではない。またᑵ業⎔ቃとしては⏨性の㐌ປാ

時間が長いと㈇、ዪ性のᑵປ同時間が長いとṇの関係を示す。また、子育て年㱋のዪ性の

ఇ業率（育ඣఇ業ྲྀ得の反映とゎ㔘）は、夫婦出生力にṇの関係を示している。保育サー

スについては、保育所利用の高さは夫婦出生力にṇの関係を示す一方で、ᚅᶵඣ❺と夫ࣅ

婦出生力もṇの関係をしめす。保育所の供⤥が㟂要を下回っている≧ἣがわかる。 
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 さて、このような全国ࣞベルでの社会経済マクロ変数と夫婦出生力の関係が、同㉁な社

会経済≧ἣを有するྛクラスターに限定するとどのようにゎ㔘がかわるのであࢁうか。 

 人口密度は一⯡的には密度が高いと出生力は低い。しかし 9の㐣␯地域や 6のປാ時間

が短い地域では、むしࢁ人口密度が高いほうが出生力が高い。つまり、密度が低すࡂるこ

とが子育てにはマイࢼスに作用することを示唆する。ዪ性のᑵ業者にしめる家஦のかたわ

らに௙஦をする人の割合は、8市部近郊や 5区部では、家஦と୧立する௙஦をする人がከ

い地域で出生力が高い。三世代世帯の割合は全国では出生と㈇の関係であるが、5区部と

いうローカルではṇの関係を示した。 

 

表 5 クラスターࡈとの 

 

 

4 9 6 3 2 8 7 1 5

ᶆ
‽
化
ᅇ
ᖐ
ಀ
ᩘ

ඹ
ാ
䛝
䞉
W
L
B

西
日
本
㐣
␯

䝇
䝻
ー

䝷
イ
䝣

㎰
ᴗ
䞉
ಖ
⫱
㈨
※

ಖ
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఍
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ᮍ
ᩚ
ഛ
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㒊
㏆
㑹

市
㒊
୺
፬
䜻

ャ
䝸
䜰

北
海
道
䞉
᱁
ᕪ

༊
㒊

p値
人口密度（対数） 0.000 0.916 0.262 0.007 0.005 0.419 0.497 0.000 0.001 0.417 0.603
高齢化率 -0.003 0.001 0.006 0.462 0.030 0.444 0.601 0.214 0.164 0.375 0.065
流入超過率 0.000 0.132 0.440 0.059 0.192 0.872 0.416 0.247 0.490 0.392 0.073
25-49歳男女労働力率比（男性=1）-0.815 0.000 0.414 0.007 0.214 0.005 0.256 0.000 0.000 0.053 0.009
就業者「家事のほか仕事」割合
（有配偶女性35～39歳）

0.000 0.430 0.195 0.869 0.327 0.382 0.488 0.014 0.919 0.341 0.026

30-39歳女性大卒割合 0.313 0.004 0.002 0.358 0.049 0.491 0.055 0.965 0.076 0.586 0.088
30-39歳大卒割合男女比（男性=1） 0.028 0.364 0.091 0.762 0.492 0.688 0.704 0.152 0.000 0.404 0.583

家族システム 三世代世帯割合 -0.004 0.000 0.001 0.226 0.168 0.828 0.031 0.000 0.002 0.270 0.020
物価調整平均課税所得 -0.291 0.000 0.001 0.180 0.073 0.036 0.371 0.022 0.360 0.073 0.284
生活保護被保護率（0-17歳） 0.000 0.971 0.101 0.315 0.909 0.424 0.698 0.015 0.132 0.514 0.617
男性週間就業時間 -0.027 0.000 0.000 0.151 0.291 0.586 0.000 0.135 0.000 0.280 0.429
女性週間就業時間 0.029 0.000 0.019 0.033 0.016 0.554 0.007 0.000 0.000 0.556 0.009
25～39歳有配偶女性休業割合 0.012 0.000 0.007 0.015 0.553 0.096 0.248 0.000 0.006 0.022 0.770
0-6歳保育所利用割合 0.002 0.000 0.705 0.011 0.076 0.000 0.292 0.001 0.007 0.249 0.750
待機児童 0.006 0.029 0.006 0.555 0.967 0.241 0.895 0.018 0.904 0.681 0.745
切片 2.763 0.000 0.000 0.041 0.064 0.008 0.007 0.000 0.000 0.000 0.197

自治体数(N) 248 174 256 172 91 309 311 224 58

ᚑᒓ変ᩘ㸸┦ᑐ夫婦出生ຊ

඲
యㄝ᫂変ᩘ

p値：黒は正方向、赤は負方向
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保育サービス

1,843
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表 6 それぞれのᩥ⬦のなかで重要な変数 

 

 

㸴． 結ㄽ 

 本研究は地域性と出生力の関係をᤊえる研究法に 2つのᨵ良を試みた。まず地域性につ

いては、᫖今、経済社会変数と出生力との関係には地域性やᩥ化といったᩥ⬦が関与して

いることに関心がたかまっている。日本ではこうした地域性は都道府県や地域ࣈロック単

位で分析されることがከい。しかし国や都道府県という行政区分だけでは༑分に同㉁なᩥ

⬦をとらえきれていない可能性がある。そこで本研究では、人口ࣞࢪー࣒および子育て⎔

ቃに関連する 15 の社会経済マクロ指ᶆを用いて、全国の市区町村を 9つのクラスターに

分類し、それを用いて同㉁なᩥ⬦の比較、統制を試みた。また、現ᅾ地方⮬治体でᒎ㛤さ

れている子育てᨭ᥼⟇は結婚した夫婦を対象としているものがከい。その場合、地域の出

生力指ᶆは、結婚のከᐻによる影響を㝖ཤした夫婦出生力でホ౯することがᮃましい。そ

こで࢘࢔トカ࣒については、ዪ性全体の指ᶆである合計出生率ではなく、ዪ性の有㓄അ率

で統制した、地域の結婚力とは⊂立の夫婦出生力の指ᶆ（相対夫婦出生力指数）を用い

た。 

 マクロデータがᥞう 1,843 の⮬治体を 9つにわけたクラスターは、その✵間的分布とྛ

変数の平均水準から 1「໭ᾏ道・᱁差」（⮬治体数 224）、2「保育社会化ᮍᩚഛ」（同 91）、

3「㎰業・保育㈨※」（同 172）、4「ඹാき・WLB」（同 248）、5「区部」（同 58）、6「スロー

ライフ」（同 256）、7「市部主婦・࢔ࣜࣕ࢟」（同 311）、8「市部近郊」（同 309）、9「す日

本㐣␯」（同 174）と特徴付けられた。 

 夫婦出生力は、4「ඹാき・WLB」9「す日本㐣␯」6「スローライフ」3「㎰業・保育㈨

人口レジーム

夫婦出生力と関連(**,*）
（赤字は負）

夫婦出生力と関連(**)
（赤字は負）

夫婦出生力と関連
(*)

（赤字は負）

全体 高齢化、男女労比、大卒、三世代
所得、男性長労、女性長
労、育休、保育園

待機児 26,106 1,843

4 ඹാ䛝䞉WLB 高齢化、大卒、三世代
所得、男性長労、育休、待
機児

女性長労 2,615 248

9 西日本過疎 人密、男女労比 女性長労、育休、保育園 468 174

6 スローライフ 人密、高齢化、大卒 女性長労 943 256

3 農業・保育資源 男女労比 所得、保育園 657 172

2 ಖ⫱♫఍໬ᮍᩚഛ 男性長労、三世代 女性長労 464 91

8 市㒊㏆㑹 人密、男女労比、パート比、三世代
所得、生保、女性長労、育
休、保育園

待機児 6,861 309

7
市部主婦キャリ

ア
人密、男女労比、大卒比、三世代

男性長労、女性長労、育
休、保育園

9,207 311

1 北海道・格差 育休 3,284 224

5 区部 男女労比、パート比、三世代 女性長労 1,607 58

子育て環境
15～49歳
女性人口
(千人）

クラスター 自治体数
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※」で高く、7「市部主婦・࢔ࣜࣕ࢟」1「໭ᾏ道・᱁差」5「区部」で低かった。ちなみ

に結婚力は 2「保育社会化ᮍᩚഛ」4「ඹാき・WLB」8「市部近郊」で高く、6「スローラ

イフ」5「区部」で低かった。なお、出生数へのインパクトという意࿡では、人口がከく

含まれる 7「市部主婦・࢔ࣜࣕ࢟」（⮬治体数 311）、8「市部近郊」（同 309）の社会変化の

動向が㘽となる。 

 社会経済変数と夫婦出生力の関係は、全国でもクラスター別でも変わらなかったものと

して、⏨性に対するዪ性のປാ力率が高い（より⏨ዪ差がない）地域ほど出生力が低いと

いうものがあった。一方で、⏨性のປാ時間が短いほど、ዪ性のປാ時間は長いほどプラ

スであった。そして育ඣఇ業のᬑ及とゎ㔘できる、子育て世代ዪ性のఇ業率が高いほど夫

婦出生にはプラスであった。すなわち、⏨性のປാ力ཧ加にዪ性のປാ力ཧ加が近づくと

基本的には夫婦出生とは㈇の関係を示すが、⏨ዪのປാ時間に差がない、そして育ඣఇ業

の利用、保育ᅬの利用がṇの関係を示しており、⏨ዪの࣡ーク・ライフ・バランスと保育

の社会化が㐍むことで、ዪ性ປ㔞力ཧ加によるᢚ制を⦆和していることを示唆する。こう

した≧ἣは、Ḣᕞྛ国比較などによるᩥ⬦と出生力の関係を説明している専㛛家の見ゎと

も近い（Gauthier 2013）。一方≀౯で調ᩚした所得は全国でもローカルでも、所得が高い

ほど夫婦出生はマイࢼスとなっている。単に生活にవ⿱ができることだけでは出生ಁ㐍に

つながらない可能性を示唆するものである。子育てに対する㔠㖹的᥼ຓを㆟ㄽする際は、

一⯡に子ども数をቑやせない理⏤としてᣲがる「子育てにお㔠がかかる」というᮍ඘㊊が

どのような水準で認識されているのかについて῝くさࡄる必要があるとᛮわれる。 

 このほか、全国ࣔデルで見られた関係がクラスターローカルでは異なるものもあった。

人口密度は全国では密度が高いほど低出生力と見られていたが、㐣␯地域などではある⛬

度の密度があることが出生ಁ㐍につながることを示唆する。㐣密な都市部を᝿定して人口

密度が低いほど出生に有利と一ᚊに考えることはミスࣜーࢻとなる。三世代世帯割合は၏

一区部では夫婦出生とプラスの関係を示した。都市部では三世代という居住⎔ቃが㏻ᖖ区

部生活にある様々な問題をゎᾘしている可能性がある。 

 本研究には不༑分な点もᏑᅾする。今回は 2015年を中心とした一時点のマクロデータ

の関係を㆟ㄽしている。時系列や時間の変化についてデータを蓄積すれば変化についての

㆟ㄽが㐍むであࢁう。また使用しているデータはከくが 2015 年のデータであるものの、

一部はデータの制約として 2005 年や 2010 年のものが含まれており時間の統一が᏶全には

かられていないことには留意が必要である。また、国内の市区町村マクロデータは、 々

にして、地域間移動に大きく影響をཷけることが指摘されている(୸山 2018)。今回は、

市区町村の流ධ超㐣率で統制するにとどまっており、マクロデータが地域住Ẹの特性なの

か、地域にṧる、あるいは地域に流ධするといったࣞࢭクࣙࢩンの結果なのかについて

は、༑分な検討はできていない。こうした点は今後の課題としたい。 

 このように社会経済≧ἣと夫婦出生力との関係は全国の傾向をローカルにも一⯡化でき

るものもあれば、地域のᩥ⬦によってはゎ㔘が異なるものがあることがᨵめて示された。
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近年ではྛ地方⮬治体が域内の子育てᨭ᥼⟇を検討するᶵ会がቑえている。そうした際

に、出生率が比較的高いㅖ外国でᐇ㊶されている対⟇や日本全体で平均的に検出された結

果、あるいは出生力が回᚟した他の市区町村の஦例をཧ↷したりすることがある。しか

し、地域ᩥ⬦によって効果のある対⟇が異なるとすれば、当該地域がどのような社会経済

ᩥ化的特徴を有しているのか、また同じような社会経済ᩥ化≧ἣを前提に、どのようなྲྀ

り組みが有効かを㆟ㄽしていくことが効率的である。そうした意࿡で本研究で示されたク

ラスター分析による地域性の把握がそうした࢔プローチをᨭ᥼するものになると期ᚅした

い。 

 

ㅰ㎡ 

都道府県および市区町村データのᩚഛにおいて、別府ᚿᾏ、వ田⩧平、鎌田健司ྛẶの༠

力を得た。ࡈ༠力にឤㅰする。 
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